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【参考 根拠法令抜粋】 

・地方自治法第２４３条の３第１項 

普通地方公共団体の長は、条例の定めるところにより、財政に関する事項を

住民に公表しなければならない。 

 
・前橋市財政状況の公表に関する条例第２条 

財政状況の公表は、前年 10 月 1 日から 3 月 31 日までの期間におけるものを

5 月末日までに行うものとする。 
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令和５年３月３１日現在 

         人 口  ３３０，３５８人 

            男  １６１，４９４人 

            女  １６８，８６４人 

        世 帯  １５３，４３６世帯 

        面 積  ３１１．５９ｋ㎡ 



１　令和４年度の財政状況（令和５年３月３１日現在）
　(1) 予算の規模

市税

53,995,220  

(33.1)

国庫支出金
34,326,555
(21.1)

地方交付税
13,839,127 

(8.5)

市債
13,660,700  

(8.4)

県支出金
10,611,109

(6.5)

使用料及び手数料

2,959,658
(1.8)

地方消費税交付金

8,300,000

(5.1)

寄附金

1,148,953
(0.7)

繰越金

1,500,950
(0.9)

地方譲与税

1,250,001
(0.8)

その他
2,285,777  

(1.4)

単位：千円
（％）繰入金

4,162,566     

(2.6)

諸収入
14,839,189 

(9.1)

民生費

60,394,907 

(37.1)
教育費

15,630,695
(9.6)

商工費

16,933,807
(10.4)

土木費

17,122,950 

(10.5)

総務費
15,016,551

(9.2)

農林水産業費
2,998,335

(1.8)

消防費
4,787,898  

(2.9)

衛生費

12,472,950
(7.7)

予備費
288,762
(0.2)

労働費
488,157
(0.3)

議会費
770,026
(0.5)

災害復旧費

10,000
(0.0)

単位：千円
（％）

公債費

15,964,767
(9.8)

歳出合計

１６２，８７９，８０５

（１００．０）

歳入合計

１６２，８７９，８０５

（１００．０）
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 (2) 市債の状況（令和５年３月３１日現在）

土木債

(21.7)

教育債

(16.9)

衛生債

(6.8)

その他
(45.1)

[うち臨時財
政対策債
(43.1)]

未償還元金
146,061,123
（100.0）

目的別

消防債

(3.1)

総務債

(3.2)
民生債

(2.0)

農林水産業債

(1.2)

その他

(1.6)

財務省

(45.1)

民間金融機関
(37.2)

未償還元金
146,061,123
（100.0）

借入先別

旧郵政公社

(0.7)
地方公共団体金融機構

(15.4)

(3)　基金の状況（令和５年３月３１日現在）

　　 基金には、特定の目的のために資金を積み立てる「積立型基金」と、特定の目的のため

　 　に定額の資金を運用する「運用型基金」に区分されます。

基金現在高の内訳

現在高（千円）

財政調整基金 7,851,706

減債基金 2,089,397

介護給付費準備基金 1,990,404

グリーンドーム前橋等整備基金 1,740,398

国民健康保険基金 1,534,567

公共施設等整備基金 1,164,547

企業版ふるさと納税基金 803,131

グリーンドーム前橋財政調整基金 702,244

積 社会福祉基金 513,950

立 新型コロナウイルス感染症対応中小企業経営支援基金 491,422

型 職員退職手当基金 403,269

絆でつなぐ環境基金 196,594

ふるさと前橋応援基金 164,430

国際交流基金 129,898

森林環境譲与税基金 121,308

アーバンデザイン基金 100,009

教育振興基金 11,044

交通安全基金 3,439

学校教育施設整備基金 1,981
運
用
型

土地開発基金 1,000,845

21,014,583計

区　　　　分

単位：千円
（％）

単位：千円
（％）
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(4) 令和４年度予算の執行状況（令和５年３月３１日現在）

170,253,081

地方交付税

13,839,127
地方公共団体が自主的な行政を行う
ための財源として、国税の一定割合
の額を地方公共団体の財政力に応じ
て交付されるものです

30,533,749

13,992,643

101.1

地方譲与税、利子割交付金、配当割交付
金、株式等譲渡所得割交付金、地方消費
税交付金、法人事業税交付金、ゴルフ場
利用税交付金、環境性能割交付金、地方
特例交付金、交通安全対策特別交付金、
分担金・負担金、使用料・手数料、県支
出金、財産収入、寄附金、繰入金、繰越
金です

148,905,883

87.5

そ の 他

33,863,930

事業を行う際に多額の資金を要する
とき、国等の機関から借り入れるも
ので、将来返済する義務を負うもの
です

5,687,800

90.2

予算額には、令和３年度から令和４
年度への繰越明許費及び事故繰越し
繰越額7,373,276千円を含みます

計

市 債

37,120,415

諸 収 入

14,839,189

34.3

市 税

53,995,220

31,378,452国庫支出金

歳 入一 般 会 計

内　　　　　容

市民の皆さんに納めていただいてい
る市民税、固定資産税、軽自動車
税、市たばこ税、入湯税、事業所
税、都市計画税です

予 算 額（千円）

収入済額（千円）項 目

100.2

収　入　率（％）

84.5

89.0

延滞金、加算金・過料、預金利子、
貸付金・預託金元利収入、収益事業
収入、雑入等、いずれの科目にも組
み入れることのできない収入です

地方公共団体の支出する特定の経費
に対して国が負担交付する支出金で
す

54,113,016

13,200,223

16,595,200
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歳 出

民 生 費

60,802,408

49,970,097

項 目

一 般 会 計

予 算 額（千円）

執　行　率（％）

支出済額（千円）

教 育 費

公 債 費

17,647,308
小・中学校、特別支援学校、市立
前橋高等学校、幼稚園、前橋工科
大学、社会教育、保健体育等に要
する経費です12,790,237

93.2

内　　　　　容

72.5

82.2

市民が一定水準の生活と安定した
社会生活を送れるよう保障するの
に必要な経費。具体的には、社会
福祉、障害者・高齢者・児童福
祉、生活保護等の経費です

30,218,661

商工業や観光の振興、計量検査、
消費生活対策に要する経費です16,973,391

15,815,019

100.0

予算額には、令和３年度から令和
４年度への繰越明許費及び事故繰
越し繰越額7,373,276千円を含みま
す（項目の予算額は、予備費充用
後）

計

170,253,081

138,105,935

81.1

15,964,767
市債の元金、利子、一時借入金の
利子等の償還金です

79.6

土 木 費

20,882,203
道路維持・建設、河川改修、街路
事業、都市計画、土地区画整理、
住宅建設、公園整備等に要する経
費です

15,963,765

そ の 他

37,983,004

商 工 費

議会費、教育費、労働費、農林水
産業費、衛生費、消防費、災害復
旧費、予備費です

13,348,156

63.9
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収入率(%)

執行率(%)

82.5

91.5

88.5

98.9

4.9

94.3

91.9

103.8

0.0

85.5

0.0

10,100

母 子 父 子
寡 婦
福 祉 資 金
貸 付 金

58,745 母子父子家庭や寡婦を対象として、自
立のために、生活資金などの貸付けを
行うものです61,000

用 地 先 行
取 得 事 業

公共事業の円滑かつ効率的な執行と計
画的な土地利用を図るため、公共用地
の先行取得を行うものです0

0

8,135 13.9

計

108,710,372

92,991,171

93,304,211 85.8

本市の産業経済発展を目的に企業誘致
を推進するため、産業用地の造成・分
譲を行うものです

産 業 立 地
推 進 事 業

3,344,329

162,058

2,092,210 62.6

88.029,703,988

後期高齢者
医 療

4,948,215 後期高齢者医療の事務を処理するた
め、広域連合に対し、保険料の納付を
行うものです4,891,433

4,421,761 89.4

28,024,632

６５歳以上又は４０歳から６４歳まで
で特定疾病に該当する方への必要な居
宅介護・施設介護サービス等の保険給
付事業を行うものです

88.3

30,889,694

29,994,780

31,316,066

国 民 健 康
保 険

33,763,801 国民健康保険法に基づき、被保険者の
疾病、負傷、出産及び死亡に関して、
必要な保険給付事業を行うものです

27,727,852
競 輪

介 護 保 険

33,955,526

新ｴﾈ ﾙ ｷ ﾞ ｰ
発 電 事 業

158,171 環境負荷の少ないまちづくりを推進す
るとともに、新エネルギーに対する市
民意識の高揚を図るため、太陽光発電
事業や小水力発電事業を行うものです

145,315

123,443 78.0

特 別 会 計

農 業 集 落
排 水 事 業

1,155,419 農業及び農村の健全な発展を期するた
め、農村集落における生活環境の条件
整備を図り、豊かな農村の建設に資す
ることを目的とした集落排水事業を行
うものです

1,089,187

1,053,510

会 計 名

82.725,906,384

91.2

内　　　　　容

競輪事業及び施設の維持管理を行うも
のです

予 算 額（千円）

収入済額（千円）

支出済額（千円）
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２ 市有財産の状況                 

 

                                   

                                     （令和５年３月３１日現在）     

 

土地  

    １１，９７８，９３６．８５㎡ 

  公園、学校用地など 

 

建物  

    １，４２７，２３４.３３㎡ 

  学校、市営住宅など 

 

車両  

   ４０４台 

 ごみ収集車、消防ポン

プ車など   

 

基金  

２１，０１４，５８３千円 

  財政調整基金など 

 

 

 

    ￥ 

 

有価証券、その他の権利 

 ３，３０３，２８０千円 

  株券、各種出資金及び

債権など 

 

 

 

       証 券 
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３　令和５年度当初予算のあらまし
　(1) 予算の規模
　　　令和５年度の一般会計の予算規模は、総額１，４６７億円６，４５０万円で、対前年
　　度４．１％の減となりました。
　　　なお、特別会計の当初予算額は、８会計合計で９７４億８，６８４万円です。

　　　　　各　　  会  　　計 　 　予  　　算

（ 単位：千円 ）

令 和 ５ 年 度 令 和 ４ 年 度 伸 び 率

当 初 予 算 額 当 初 予 算 額 （ ％ ）

146,764,500 153,026,442 △ 6,261,942 △ 4.1

国 民 健 康 保 険 32,893,082 32,463,366 429,716 1.3

後期高 齢者医療 5,133,575 4,939,408 194,167 3.9

競 輪 21,403,347 21,334,897 68,450 0.3

農業集落排水事業 0 1,083,254 △ 1,083,254 皆減

介 護 保 険 35,390,793 34,209,053 1,181,740 3.5

母 子 父 子 寡 婦
福祉資 金貸付金

66,545 58,745 7,800 13.3

新 エ ネ ル ギ ー
発 電 事 業

134,910 136,040 △ 1,130 △ 0.8

用地先行取得事業 10,100 10,100 0 0.0

産業立地推進事業 2,454,489 3,587,189 △ 1,132,700 △ 31.6

計 97,486,841 97,822,052 △ 335,211 △ 0.3

244,251,341 250,848,494 △ 6,597,153 △ 2.6

一 般 会 計

会 計 名 比 較 増 減

特
　
　
　
別
　
　
　
会
　
　
　
計

合　　　計

（企業会計へ移行）
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(2) 一般会計歳入・歳出予算の内訳（令和５年度当初予算）
（単位：千円，％）

令和５年度 令和４年度
当初予算額 当初予算額

市税
市民税、固定資産税、都市計画税など

国庫支出金
子どものための教育・保育給付交付金など

諸収入
新型コロナウイルス感染症対応特別融資に伴
う特別融資預託金元金収入など

地方交付税
普通交付税、特別交付税

県支出金
保険基盤安定制度負担金など

地方消費税交付金

市債
臨時財政対策債、夜間急病診療所整備事業債
など

繰入金
財政調整基金繰入金など

使用料及び手数料
市営住宅使用料、保育所保育料など

地方譲与税
自動車重量譲与税、地方揮発油譲与税など

法人事業税交付金

財産収入
土地売払収入など

その他
株式等譲渡所得割交付金、寄附金など

歳　　入　　合　　計 146,764,500 100.0 153,026,442 100.0 △ 4.1

令和５年度 令和４年度
当初予算額 当初予算額

民生費
障害児通所支援事業、後期高齢者医療広域連
合医療費負担金など

商工費
赤城公園整備促進事業、新型コロナウイルス
感染症対策による特別融資預託金など

土木費
中心市街地等再生事業など

公債費
市債元金の償還金と支払利子

教育費
校舎等大規模改修事業、体育施設整備事業など

総務費
市長選挙や市議会議員補欠選挙事業など

衛生費
出産・子育て応援給付金事業、夜間急病診療
所移転事業など

消防費
消防施設等管理事業、消防車両整備事業など

農林水産業費
森林整備推進事業、林業対策事業など

議会費
議員報酬等、職員人件費など

労働費
雇用対策事業、勤労者住宅資金預託金など

その他
予備費、災害復旧費

歳　　出　　合　　計 146,764,500 100.0 153,026,442 100.0 △ 4.1

10.9

0.0

△ 44.0

△ 16.3

△ 6.5

310,000 0.2 310,000 0.2

641,571

6.7

4,867,803

264,354 0.2

0.4

10,261,295

増減率

2.1

8.6

0.9

増減率

△ 0.3

△ 0.8

△ 6.4

△ 19.8

△ 9.0

1.7

△ 2.4

6.6

3.4

△ 0.1

1.9

27.0

△ 18.7

16,024,408

590,772

12,717,142

7.0 10,290,250

2,710,661

56,228,593 38.3 56,284,594

15,983,440 10.9 15,679,251

15,839,468 10.8

11,150,111 7.6 13,716,505

4,633,457 3.2

1.8 2,465,893

8.7 12,295,161

0.4

1,315,001

5.3

0.9

3.24,848,402

10,319,253

2.8

項　　　目
（主な内容）

構成比 構成比

1,554,648 1.1 1,541,427 1.0

0.40.5

構成比

53,240,791 34.8

13,042,700 8.5

6.7

18,873,740 12.3

24,818,934 16.2

3.2

△ 30.8

19,990,529

0.4

382,129 0.3

775,030

9.0

1.6

8.0

36.8

10.2

13.1

9.9

△ 4.8

項　　　目
（主な内容）

構成比

54,355,980 37.0

23,242,213 15.8

3,041,749 2.0

8,100,000

630,000

0.5 △ 17.2

554,445

15,969,297 10.4

7,300,600 5.0

6.08,800,000

10,493,152

800,000

0.81,230,001

2,968,608 2.0

12,700,000 8.3 11.814,200,000 9.7

17,171,258 11.7

4,057,268

7.2
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令和５年度当初予算一般会計歳入款別構成比

令和５年度当初予算一般会計歳出目的別構成比

歳出合計

１４６，７６４，５００
（１００．０）

民生費
(38.3)

土木費

(10.9)

教育費
(8.7)

衛生費

(7.0)

公債費
(10.8)

商工費
(10.9)

総務費
(7.6)

農林水産業費
(1.8)

労働費
(0.2)

議会費
(0.4) その他

(0.2)

単位：千円
（％）

消防費
(3.2)

法人事業税交付金

(0.5)

歳入合計

１４６，７６４，５００
（１００．０）

市税
(37.0)

国庫支出金
(15.8)

諸収入
(11.7)

市債
(5.0)

地方交付税

(9.7)

地方消費税交付金
(6.0)

県支出金
(7.2)

繰入金

(2.8)

使用料及び手数料
(2.0)

財産収入
(0.4)

地方譲与税

(0.8) その他
(1.1)

単位：千円
（％）
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(3) 市税の状況

 １世帯当たり

 １人当たり

市 税 の 構 成

市 税 の 使 途（１０，０００円当たり）

（世帯、人口は３月末現在）

☆市民の税負担

354,258円

164,537円

3,106円

1,822円

1,016円

1,123円

1,014円

885円

(477円)

(193円)

(234円)

市税(５年度予算)

54,355,980千円

借入金の返済等

生活保護、各福祉

事業の推進等

教育、文化、体育施設
の整備等

交通、環境対策、

戸籍住民登録等

道路、橋、水路、
住宅、緑化等

ごみ収集、健康

増進事業等

消防対策費等

商工業の振興

農業、林業等の振興
雇用対策、議会費、
その他

（130円）

入湯税
(0.1)

固定資産税
(41.7)

軽自動車税
(2.0)

市たばこ税
(4.2)

都市計画税
(4.0)

市民税
(44.0)53,995,220

（100.0）

令和４年度予算（最終）

事業所税
(4.0)

54,355,980
（100.0）

固定資産税
(41.9)

市民税
(43.8)

事業所税
(4.0)

都市計画税
(4.0)

軽自動車税
(2.0)

入湯税
(0.1)

令和５年度当初予算

市たばこ税
(4.2)

特別土地保有税
(0.0)

単位：千円
（％）
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(4) 主な施策 

   第七次総合計画で掲げる「６つのまちづくりの方向性（柱）」で取り組む事業を紹介します。 

   （○は新規事業、◆は充実事業） 

 

 

 

 

 

 

１．人をはぐくむまちづくり（教育・人づくり）  

ふるさとを愛し、多様性を尊重する心豊かな人間性を育むとともに、あらゆる世代が共に学び、支え合えるま

ちを目指します。 

事 業 金 額 内 容 

情報教育推進事業 ３億３１７万円 ＧＩＧＡスクール構想の推進など 

○貸館予約システムの導入 ２，５５０万円 
インターネット上で市有施設の予約、キャッシュレス決済

ができるシステムを導入 

○ヤングケアラー支援事業 ２００万円 
ヤングケアラーの理解促進及び実態調査などを実施し、必

要な支援につなげる 

 

２．希望をかなえるまちづくり（結婚・出産・子育て）  

結婚や出産の希望を叶えられ、子育てを楽しむことができるまちを目指します。 

事 業 金 額 内 容 

学校給食費保護者負担の抑制 １億４，０６２万円 食材費高騰による、賄材料費増額分の公費負担を継続 

◆学校給食費第３子以降無償化

（適用要件の拡大） 
９，６７５万円 

18歳以下の子どもを3人以上養育する世帯について、

第3子以降の給食費を無償化 

◆不妊治療費助成 ８，３２５万円 

不妊治療の保険適用後の治療費及び保険適用外の治療

費に係る自己負担額の一部を助成（上限を10万円→ 

15万円/人に引き上げ） 

○使用済み紙おむつ処分開始 １，０２１万円 

保護者のニーズや衛生面への配慮のため、公立保育所

での使用済み紙おむつの処分を実施（民間保育施設に

対しては補助を開始） 

 

３．生涯活躍のまちづくり（健康・福祉）  

充実した医療福祉環境のもと、生涯を通した心や体の健康づくりを推進するとともに、誰もが自分らしく生

きがいを持ち、共に支え合いながら活躍できるまちを目指します。 

事 業 金 額 内 容 

18 歳になる年度までの医療費

無料化（通院・入院） 
１億６，０５６万円 18歳になる年度までの通院・入院医療費の無料化を継続 

○帯状疱疹予防接種費用の一部

助成 
２，８８０万円 

50歳以上の市民を対象に、帯状疱疹の予防接種に係る費

用の一部を助成 

○若年がん患者在宅療養支援事

業補助金 
１４０万円 39歳以下の末期の若年がん患者の在宅療養を支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

６つのまちづくりの方向性（柱） 
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４．活気あふれるまちづくり（産業振興）  

 既にある仕事の魅力を高めるとともに、新たな仕事を創出し、市民それぞれが個性を活かして活躍できるビ

ジネスチャンスにあふれたまちを目指します。 

事 業 金 額 内 容 

新産業団地（西善中内、駒寄

SIC）の造成など 
７億９，９２２万円 道路設計委託や用地買収などを実施 

◆移住支援金（子ども加算の引

き上げ） 
５，０００万円 

東京圏からの移住者に対し支援金を支給 

（子ども加算を30万円→100万円/人に引き上げ） 

○電子地域通貨の導入 ２，０００万円 
非接触やキャッシュレス化による感染対策に配慮した

電子地域通貨導入のための環境整備を実施 

 

５．魅力あふれるまちづくり（シティプロモーション）  

 地域の魅力を創造・発信し、誰もが訪れ、住み続けたくなるまちを目指します。 

事 業 金 額 内 容 

中心市街地等再生事業 １８億３，７４８万円 
優良建築物などの整備や都市再開発法に基づく民間開

発事業に対して補助を実施 

○住宅支援事業補助金 ５,０００万円 
築 20 年以上の自己居住用住宅の改修に係る工事費用の

一部を補助 

○歴史的建造物改修費補助金 １，３００万円 
歴史的建造物や附属建物（蔵など）の外観保全、一般公

開のための内装工事などに係る費用の一部を補助 

 

６．持続可能なまちづくり（都市基盤）  

  人口減少・少子高齢社会に対応した都市基盤の構築を推進し、将来にわたり安全で、安心して暮らせるまち

を目指します。 

事 業 金 額 内 容 

でまんど相乗りタクシー運営

事業 
１億９，４２４万円 

マイタク（移動困難者のためのでまんど相乗りタクシ

ー）利用運賃の一部を助成 

MaaS 推進事業（県との連携高

度化） 
２，３０５万円 

群馬版 MaaS の維持・充実、市民割引などの運賃施策を

実施 

○事業者用ゼロカーボン推進補

助金 
１，０００万円 

個人事業主・中小企業などに対し、太陽光発電設備、 

外部給電機能付電動車などの導入経費の一部を補助 

○家庭用ゼロカーボン推進補助

金 
６００万円 

太陽光自家消費促進型自然冷媒（CO2）ヒートポンプ給湯

器、外部給電機能付電動車などの導入経費の一部を補助 

 

 

(5) 競輪収益金の使途状況 
 

 
競輪収益金  ２５０，０００ 千円 

 
 

競輪収益金については、市民福祉の向上のために活用するという従来からの基本方針に基づき、保育所や学

校施設の整備などの財源として活用します。 
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